
松阪市建設工事執行規程 
平成17年1月1日 

松阪市告示第6号 

（趣旨） 

第1条 この規程は、市が執行する建設工事について、松阪市契約規則（平成17年松阪市規

則第64号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第2条 この規程において「工事」とは、建設業法（昭和24年法律第100号。以下「法」とい

う。）第2条第1項に規定する建設工事並びに測量、調査、設計、製造及び修繕工事をいう。 

（工事の執行方法） 

第3条 工事の執行は、請負又は直営による。ただし、特に必要があると認めるときは、委

託によることができる。 

２ 工事を直営で執行する場合においても、その一部を請負に付すことができる。一連の工

事について、工程又は工法を分割して執行することができる場合は、これを数個に分割し

て請負に付することができる。 

（工事施行伺書） 

第4条 工事を執行しようとするときは、工事施行（設計変更）伺書（様式第1号）に工事設

計書及び図面、現場説明書等（以下「設計図書」という。）を添えて、予算執行者の承認

を受けなければならない。 

２ 前項の承認を受ける場合において、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条

の2の規定により随意契約によることが、適当であると認められるときは、その理由を付

さなければならない。 

（指名競争入札の参加指名） 

第5条 規則第21条の規定により入札者を指名するときは、入札指名通知書（様式第2号）に

より、各入札指名者に通知しなければならない。 

（予定価格調書） 

第6条 規則第11条に規定する予定価格は、予定価格調書（様式第3号）に記載するものとす

る。 

（入札書又は見積書） 

第7条 工事請負又は建設資材の供給に関し、競争入札に付する場合の入札書又は随意契約

を締結しようとする場合の見積書は、それぞれ次に掲げる様式によらなければならない。 

(1) 入札書（様式第4号） 

(2) 見積書（様式第5号） 

（入札経緯と結果表等） 

第8条 規則第19条に規定する入札経過の記録は、入札経緯と結果表（様式第6号）によるも

のとする。 

２ 随意契約を締結する場合の記録は、随意契約による見積調書（様式第7号）によるもの

とする。 



（落札通知書） 

第9条 規則第18条第3項に規定する落札者への通知書は、落札通知書（様式第8号）による

ものとする。 

（随意契約による契約予定通知書） 

第10条 随意契約による場合、前条の通知書に相当するものとして、契約予定通知書（様式

第9号）によるものとする。 

（契約の締結及びその様式） 

第11条 工事請負契約及び設計業務等委託契約について、競争入札又は随意契約により受有

者及び請負代金額が確定したときは、それぞれ次に掲げる様式により契約を締結するもの

とする。 

(1) 建設工事請負契約書（様式第10号） 

(2) 建設工事請書（様式第11号） 

(3) 設計業務等委託契約書（様式第12号） 

(4) 設計業務等委託請書（様式第13号） 

２ 前項の契約書及び請書には、設計図書を添付しなければならない。ただし、市長が特に

認めるときは、添付すべき設計図書の全部又は一部を省略することができる。 

（仮工事請負契約書等） 

第12条 規則第28条第3項の規定により仮契約を締結しようとする場合の契約書は、次に掲

げる様式によるものとする。 

(1) 建設工事請負仮契約書（様式第14号） 

(2) 設計業務等委託仮契約書（様式第15号） 

（契約の保証） 

第13条 一件の設計金額が500万円以上の工事請負契約及び設計業務等委託契約を締結する

場合において、受注者は、次に掲げるうちから1つを選択し、契約の保証を付さなければ

ならない。この場合において、保証金額は、契約金額の100分の10以上とする。 

(1) 契約保証金の納付 

(2) 契約保証金に代わる担保としての有価証券等の提供 

(3) 金融機関又は保証事業会社の保証 

(4) 履行保証保険契約の締結 

(5) 公共工事履行保証証券による保証 

（契約の保証の免除） 

第14条 一件の設計金額が500万円未満の工事請負契約及び設計業務等委託契約を締結する

場合において、規則第31条第1項各号の規定に該当する者にあっては、契約の保証を免除

することができる。 

（工程表） 

第15条 受注者は、契約締結の日から5日以内に工事工程表（様式第16号）を市長に提出し

なければならない。 

（工事着手届等） 



第16条 工事請負契約及び設計業務等委託契約について受注者は、あらかじめ工事着手届

（様式第17号）及び委託業務着手届（様式第18号）を市長に提出し、契約締結の日から5

日以内に着手しなければならない。 

（監督員と検査員の任命および復命） 

第17条 規則第40条及び第41条に規定する監督職員及び検査職員（契約監理課検査職員及び

併任検査職員を除く。）を任命するときは、次に掲げる任命書を交付するものとする。 

(1) 監督員任命書（様式第19号） 

(2) 工事竣工検査員任命書（様式第20号） 

２ 市長は、前項により監督員を任命したとき、又は更迭したときは、遅滞なく監督員選任

（変更）通知書（様式第21号）を受注者に交付しなければならない。 

３ 第1項の規定により任命を受けた監督職員及び検査職員は、当該監督及び検査終了後遅

滞なく、その結果を次に掲げる様式により、市長に復命しなければならない。 

(1) 監督職員にあっては第25条の規定による完成届様式 

(2) 検査職員にあっては工事竣工検査復命書（様式第22号） 

４ 前項の検査において不合格の部分がある場合には、当該工事の受注者に対し、補修並び

に補正の指示を工事手直し指示書（様式第23号）又は委託業務補正指示書（様式第24号）

において行い、手直し工事並びに補正が完了した場合には、手直し工事完了報告書（様式

第25号）又は委託業務補正完了報告書（様式第26号）を市長に提出し、改めて検査を受け

なければならない。 

５ 前各項に規定するもののほか、契約監理課が実施する検査については、別に定める。 

（現場代理人等の届） 

第18条 受注者は、工事現場に常駐し、監督職員の監督又は指示に従い工事現場の取締り及

び工事に関する一切の事項を処理しなければならない。ただし、現場代理人を定めた場合

は、その者に当該事項を処理させることができる。また、法第26条の規定による監理技術

者等(監理技術者、監理技術者補佐又は主任技術者)及び法第26条の2に規定する専門技術

者（以下「技術者」という。）を選任し、第16条の規定による工事着手届とともに、市長

に届け出なければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、市長が受注者の工事現場への常駐を要しないと認めた場合は、

受注者及び現場代理人の常駐を要しないこととすることができる。 

３ 現場代理人及び技術者の技術者経歴書は、次に掲げる様式において作成するものとする。 

(1) 現場代理人等選任（変更）通知書（様式第27号） 

(2) 技術者経歴書（様式第28号） 

４ 専任を要しない主任技術者又は監理技術者は3件まで兼任することができる。ただし、

請負代金額の合計が4,000万円（建築一式工事のみの場合は8,000万円）を超えるときは2

件までとする。この兼任制限の対象工事は、契約監理課入札取扱分の工事とする。 

５ 受注者は、現場代理人又は技術者を変更したときは、直ちにその旨を市長に届け出なけ

ればならない。 

６ 設計業務等受注者は、次の各号に掲げる業務の区分に応じ、当該各号に掲げるものを定



めた場合は、業務代理人等選任（変更）通知書（様式第29号）を作成するものとする。 

(1) 測量及び調査 業務代理人及び主任技術者 

(2) 設計 管理技術者及び照査技術者 

７ 業務代理人は、主任技術者及び管理技術者とこれを兼ねることができる。 

（一部下請負） 

第19条 受注者は、その工事の施工について下受注者を決定したときは、直ちに部分下請負

通知書（様式第30号）により市長に通知しなければならない。 

２ 市長は、前項の場合において、下請負業者又は下請負させることが工事施工に著しく不

適当であると認め、その変更を求めるときは、部分下請負変更通知書（様式第31号）によ

り行わなければならない。 

（契約の変更等） 

第20条 規則第34条の規定により、契約の内容等を変更しようとする場合は、次に掲げる様

式により行うものとする。 

(1) 変更請書（工事）（様式第32号） 

(2) 変更請書（委託）（様式第33号） 

(3) 建設工事変更請負契約書（様式第34号） 

(4) 設計業務等変更委託契約書（様式第35号） 

２ 規則第34条に規定する協議は、工事変更契約協議書（様式第36号）又は協議書（様式第

37号）において行うものとする。 

３ 市長は、前項に規定する協議書による場合については、同意書（様式第38号）により同

意を得、通知書（様式第39号）において通知するものとする。 

（請負代金額等の変更に係る契約の保証の変更） 

第21条 請負代金額の増額変更を行おうとする場合（軽微な設計変更で工期末に行われるも

のは除く。）において、契約保証金の金額（金融機関又は保証事業会社の保証の場合にあ

っては保証委託契約金額、公共工事履行保証証券による保証の場合にあっては保証金額、

履行保証保険の場合にあっては保険金額。以下同じ。）が変更後の請負代金額の100分の5

以下になるときは、契約保証金の金額を変更後の請負代金額の100分の10以上に増額変更

するものとする。 

２ 請負代金額の減額変更を行おうとする場合（軽微な設計変更で工期末に行われるものは

除く。）において、受注者から契約保証金の金額（履行保証保険の場合を除く。）を減額

してほしい旨の要求があり、特別の事由がないときは、変更後の請負代金額の100分の10

以上の金額となる範囲で契約保証金の金額を減額することができる。この場合において、

受注者に対して、保証契約内容変更承認書（様式第40号）を交付するものとする。 

３ 工期の延長を行おうとする場合において、保証期間が変更後の工期を含まないときは、

保証期間を変更後の工期を含むように延長変更するものとする（履行保証保険の場合を除

く。）。 

４ 工期の短縮を行おうとする場合において、金融機関若しくは保証事業会社の保証又は公

共工事履行保証証券による保証が提供されている場合にあっては、受注者から保証期間を



短縮してほしい旨の要求があり、特別の事由がないときは、保証期間を変更後の工期を含

む範囲で短縮変更することができる。この場合において、受注者に対して、保証契約内容

変更承認書を交付するものとする。 

（工期の延長） 

第22条 受注者は、次に掲げる事由により工期の延長を求めるときは、工期延長願（様式第

41号）により市長に届け出なければならない。 

(1) 資材不足 

(2) 異常天候 

(3) 災害に遭った場合 

(4) その他市長が必要と認めた場合 

（工事施工の一時中止等） 

第23条 市長は、工事を一時中止し、又は中止工事を再開する必要があると認めたときは、

工事施工一時中止（再開）通知書（様式第42号）により受注者に通知しなければならない。 

２ 受注者は、前項の通知を受けたときは、工事施工一時中止（再開）請書（様式第43号）

を作成するものとする。 

（契約の解除） 

第24条 市長は、規則第36条の規定により契約の全部又は一部を解除する必要があると認め

るときは、契約解除通知書（様式第44号）により受注者に通知するとともに、前払金を支

払っているときは、前払金保証の保証事業会社に請負契約解除通知書（様式第45号）を送

付しなければならない。 

２ 市長は、精算額を確定したときは、受注者には工事請負契約解除に伴う精算書（様式第

46号）により、前払金保証の保証事業会社には工事請負契約解除に伴う前払保証金請求書

（様式第47号）により、それぞれ通知するものとする。 

３ 市長は、契約の解除を決定した場合において、当該契約における契約保証金の規定が次

の各号のいずれかに該当するときは、保証金（保険金）請求書（様式第48号）に請負契約

解除通知書の写しを添付し、それぞれ当該各号に定める保証人等に対し違約金（保証金額

が違約金の金額未満の場合には、保証金額とする。）を請求するものとする。ただし、第

1号に該当する場合には、請負契約解除通知書（様式第49号）についても当該保証事業会

社に別途送付するものとする。 

(1) 規則第32条第1項第3号に規定する保証事業会社の保証を契約保証金に代えて提供し

ている場合 当該保証事業会社 

(2) 規則第32条第1項第2号に規定する金融機関の保証を契約保証金に代えて提供してい

る場合 当該金融機関 

(3) 規則第31条第1項第1号に規定する履行保証保険契約を締結し、契約保証金を免除し

ている場合 当該保険会社 

(4) 規則第31条第1項第2号に規定する工事履行保証契約を締結し、契約保証金を免除し

ている場合 当該保険会社 

（契約履行の届） 



第25条 規則第40条に規定する契約の履行届は、工事完成届（様式第50号）又は委託業務完

成届（様式第51号）により、市長に届け出なければならない。 

（製品検査等） 

第26条 規則第41条第2項に規定する検査を受けようとするときは、受注者は、製品検査願

（様式第52号）を提出しなければならない。 

２ 前項の規定に基づきこれを承諾したときは、市長は速やかに検査を行い、認定を行う場

合は、製品検査認定書（様式第53号）により通知するものとする。 

（監督日誌） 

第27条 規則第40条に規定する監督職員等は、その指示した内容その他必要な事項を監督員

日誌（様式第54号）に記録しなければならない。ただし、軽微な工事については、この限

りでない。 

（出来高検査等） 

第28条 受注者は、契約の履行について、規則第41条の規定により出来高部分の検査を求め

るときは、出来高部分検査要求書（様式第55号）を市長に提出しなければならない。 

２ 前項により検査職員は、当該検査終了後遅滞なく、その結果を工事出来高検査復命書

（様式第56号）により、市長に復命しなければならない。 

（契約代金の請求） 

第29条 受注者は、契約代金の請求をしようとするときは、完成認定書（様式第57号）若し

くは委託業務完成認定書（様式第58号）又は出来高認定書（様式第59号）の交付を受けた

後、次に掲げる請求書を市長に提出しなければならない。 

(1) 履行済のものにあっては、請負代金請求書（様式第60号） 

(2) 部分払にあっては、内金支払請求書（様式第61号） 

２ 前項の規定にかかわらず、前金払の請求をする場合は、前払金支払請求書（様式第62

号）に加え、公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和27年法律第184号）第5条の規

定により登録を受けた保証事業会社の保証証書を添付するものとする。 

３ 業務委託にあっては、第1項第1号に規定する請求書は、業務委託請求書（様式第63号）

とすることのほか、前項の規定を準用するものとする。 

４ 中間前金払を請求する場合は、受注者はあらかじめ会計規則第64条2項第1号から3号の

要件を満たすことについて中間前金払認定請求書（様式第64号）に工事履行状況報告書

（様式第65号）を添え市長に認定請求を行うこと。 

５ 前項の認定請求があった場合、市長は速やかに提出書類に基づき、要件を満たしている

か否かを調査し、要件を満たしている場合は、中間前金払認定調書（様式第66号）を作成

し受注者に交付するものとする。 

６ 前項の認定を受けた受注者が、中間前金払の請求をするときは、中間前払金支払請求書

（様式第67号）に加え、第2項の保証事業会社の中間前金払に関する保証証書を添付する

ものとする。 

７ 第2項の前金払及び第4項から前項までに規定する中間前金払に関する取扱は市長が別に

定めるものとする。 



（工事完成時における保証書の取扱い） 

第30条 金融機関による保証が提供されている場合において、受注者から工事目的物の引渡

しを受けたときは、保証書（変更契約がある場合は、変更分を含む。）を受注者を通して

保証人に返還するものとし、保証書を交付した際には、受注者は、保証書に係る受領書

（様式第64号）を提出するものとする。 

（代理受領） 

第31条 受注者は、請負代金の全部又は一部の受領について第三者を代理人とするときは、

請負代金代理受領承諾願（様式第65号）及び請負代金代理受領委任状（様式第66号）を市

長に提出して、承認を得なければならない。 

（目的物引渡し） 

第32条 受注者は、工事が完成し、完成検査に合格した後、直ちに工事目的物引渡書（様式

第67号）を市長に提出しなければならない。 

（その他） 

第33条 電子入札案件に関し、本規程の様式が電子入札システムの様式と異なる場合は、電

子入札システムの様式による。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、平成17年1月1日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の日の前日までに、合併前の松阪市建設工事執行規程（平成14年松阪市

規程第12号）、嬉野町建設工事執行規則（平成9年嬉野町規則第13号）、三雲町建設工事

執行規則（昭和31年三雲町規則第2号）、飯南町建設工事執行規則（平成8年飯南町規則第

15号）又は飯高町建設工事執行規則（昭和31年飯高町規則第10号）の規定によりなされた

申請、指定、処分、手続その他の行為は、それぞれこの告示の相当規定によりなされたも

のとみなす。 

（平成16年度の工事の特例） 

３ 平成16年度に行う工事の施行については、なおそれぞれ合併関係市町（合併前の松阪市、

嬉野町、三雲町、飯南町及び飯高町をいう。）の工事の施行の例により行うことができる

ものとする。 

附 則（平成17年4月1日告示第247号） 

この告示は、平成17年4月1日から施行する。 

附 則（平成25年10月21日告示第225号） 

この告示は、公表の日から施行する。 

附 則（平成26年3月31日告示第124号） 

この告示は、平成26年4月1日から施行する。 

附 則（平成27年3月18日告示第41号） 

この告示は、平成27年4月1日から施行する。 

附 則（平成28年5月13日告示第234号） 



この告示は、平成28年6月1日から施行する。 

附 則（平成30年3月30日告示第89号） 

この告示は、平成30年4月1日から施行する。 

附 則（令和2年3月31日告示第128号） 

この告示は、令和2年4月1日から施行する。 

附 則（令和2年10月1日告示第286号） 

この告示は、令和2年10月1日から施行する。 

附 則（令和4年12月16日告示第331-2号） 

この告示は、令和5年1月1日から施行する。 

附 則（令和5年3月1日告示第44号） 

この告示は、令和5年3月1日から施行する。 

 

様式（省略） 

 


